
(証券コード 4293)
平成26年12月２日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
株式会社 セプテーニ・ホールディングス
代表取締役社長 佐 藤 光 紀

第24回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第24回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年12月18日（木曜日）午後
６時までに到着するようご返送いただきたく、お願い申し上げます。

敬具
　

記
　

1. 日 時 平成26年12月19日（金曜日）午前10時

2. 場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番1号
住友不動産新宿グランドタワー27階
当社カンファレンスルーム
(末尾記載の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

3. 目 的 事 項
報告事項 1. 第24期（平成25年10月１日から平成26年９月30日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

2. 第24期（平成25年10月１日から平成26年９月30日まで）計
算書類報告の件
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決議事項

　第１号議案 取締役７名選任の件

　第２号議案 監査役１名選任の件

　第３号議案 当社子会社ならびに関連会社の取締役に対して株式報酬型ストッ
クオプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を取締
役会に委任する件

　
　

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1. 当日ご出席の際には、お手数ではございますが議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申し上げます。

2. 連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第18条に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.septeni-holdings.co.jp/）に掲載し
ておりますので、本株主総会招集ご通知添付書類には記載しておりません。また、事業報告、連結
計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合は、同ウェブサイトに
おいて修正後の事項を掲載させていただきます。
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(添付書類）
事 業 報 告
（平成25年10月１日から
平成26年９月30日まで）

１. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度（以下「当期」という。）における我が国経済は、政府による経
済・財政政策等により緩やかな回復基調が続いておりましたが、4月の消費税率の
引き上げ後は消費マインドの減退から国内景気が弱含むとともに、海外において
も欧州や新興国を中心に経済の下振れリスクが顕在化するようになり、先行きは
不透明な状況が続いております。
　当社グループの主な事業領域であるインターネットビジネスを取り巻く環境に
つきましては、スマートフォンの普及が急速に進んでおり、その国内契約数は平
成26年９月末時点で6,248万件、携帯電話契約数の50.3％を占めるまでになって
おります（出所：MM総研）。このように、スマートフォンがインターネット利用
デバイスの主流になりつつあることで、スマートフォン向けの広告や各種サービ
ス・コンテンツの市場が拡大しているほか、SNS（ソーシャルネットワーキング
サービス）をはじめとするソーシャルメディアもその影響力を一層強めており、
そのメディア特性を活かしたマーケティング支援の需要も一段と高まっておりま
す。また、このような環境変化は、インターネットビジネスにおけるグローバル
展開を促進することにもつながっており、海外での事業機会も広がっております。
　このような状況のもと、当社グループにおいては、成長分野である「モバイ
ル」、「ソーシャル」、「グローバル」に注力した事業展開を推進し、主力のネット
マーケティング事業において業容拡大と収益性の向上を実現することができまし
た。また、将来的な競争力強化のために人材や新規事業等への先行投資も積極的
に行いました。これらの結果、連結売上高は54,345百万円（前期比18.2%増）、
営業利益は2,259百万円（前期比41.8%増）、経常利益は2,362百万円（前期比
34.8%増）、当期純利益は1,549百万円（前期比28.3%増）となり、売上高と全て
の利益項目において3期連続で過去最高を更新いたしました。
　
　当期の期末配当金につきましては、上記の業績並びに会社の利益配分に関する
基本方針を踏まえまして、平成26年11月27日開催の取締役会決議により、１株に
つき９円とさせていただきました。
　これにより配当金総額は228,261,600円となりました。

※当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を実施しておりま
す。
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　主な事業区分別の業績概況は以下の通りです。

【ネットマーケティング事業】
　インターネットを活用した包括的なマーケティング支援サービスを企業向けに
展開しております。具体的には、インターネット広告の販売やウェブソリューシ
ョン（サイト構築・運用、SEO等）の提供をはじめ、自社サービスとしてアドネ
ットワーク等のマーケティングプラットフォームやクラウド型CRMサービスの運
営を手がけております。
　当期においては、運用型広告を中心とするネット広告市場の拡大を背景に、「モ
バイル」、「ソーシャル」、「グローバル」という成長分野へ注力したことが奏功し、
順調に業容を拡大させるとともに収益性の向上も実現できました。スマートフォ
ン向け広告においては、需要の拡大とともに広告商品の多様化も進んだことで高
成長が続き、売上高は前期比約2.1倍と大きく伸長いたしました。また、当社グル
ープが強みを持つFacebookを活用したマーケティング支援サービスを中心とす
るソーシャル事業についても、ユーザー数の増加やスマートフォンでの利用拡大
等によって取扱高が約2.9倍と大幅に拡大いたしました。一方、当期より海外での
事業展開も本格化し、北米拠点を中心に業容が大幅に拡大いたしました。また、
海外拠点を2か所（ロンドン、ソウル）新設したほか、韓国のネット広告企業を子
会社化（平成26年9月30日付で連結）するなど、新たな市場開拓に向けた事業基
盤の整備も推進いたしました。
　これらの結果、売上高は48,271百万円（前期比22.3%増）、営業利益は2,740百
万円（前期比35.９%増）となりました。
　
【メディアコンテンツ事業】
　主にスマートフォン向けに、ソーシャルゲームをはじめとする各種デジタルコ
ンテンツを企画・開発し、SNSやアプリマーケット等様々なプラットフォームを
通じて生活者に提供しております。また、自社ＩＰ（知的財産）の企画・開発を
目的に、マンガ家の育成・輩出、マンガ配信サービスの運営を手がけております。
　当期においては、アクセルマーク(株)が手がけるモバイルゲーム事業において、
ブラウザゲーム「天空のレギオン」やネイティブアプリゲーム「反逆のシエルア
ーク」等の既存タイトルが堅調に推移したものの、新規タイトルがブラウザゲー
ム１本にとどまったことで、同事業は前期比で減収となりました。また、今後の
事業拡大に向けた先行投資として、平成27年9月期以降に投入予定のネイティブ
アプリゲームの開発を積極的に推進いたしました。
　一方、マンガコンテンツ事業については、連載型新作マンガ配信サービス
「GANMA!」を昨年12月からスタートするなど当期から本格的な事業展開を開始
し、将来的な収益化に向けて、作家育成と配信サービスの拡充の両面で先行投資
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を積極的に実施いたしました。
　これらの結果、売上高は3,458百万円（前期比6.9%減）、営業損失は277百万円
（前期は219百万円の営業損失）となりました。

　(2) 対処すべき課題
　当社グループは、これからも引き続き利益成長を加速させていく所存であり、
平成25年11月に策定した中期経営方針では、「利益倍増」をコンセプトにしてお
ります。これは、既存事業、新規事業を問わず高収益事業の構成比を高めるとと
もに、ネット広告に次ぐ事業の柱をつくっていくことで当社グループの更なる利
益拡大と企業価値の向上を目指すものです。そのために、「モバイル」「ソーシャ
ル」「グローバル」の３分野を注力分野として位置づけており、これらの分野を中
心に既存事業の強化と新規事業の開発を推進することで、当社グループの更なる
業容拡大と収益性の向上に努めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援を賜りますようお願い申し上
げます。
　

　(3) 設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資は152百万円であり、その主なものは基幹システム
への投資によるものであります。

　
　(4) 資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

　
　(5) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　特記すべき事項はありません。

　
　(6) 事業の譲受けの状況
　特記すべき事項はありません。

　
　(7) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　特記すべき事項はありません。

　
　(8) 他の会社の株式その他持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　特記すべき事項はありません。
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　(9) 財産及び損益の状況
(単位：千円)

区 分 第21期
平成23年９月期

第22期
平成24年９月期

第23期
平成25年９月期

第24期
平成26年９月期

売 上 高 34,632,903 41,358,333 45,982,078 54,345,580

経 常 利 益 980,082 1,638,236 1,752,653 2,362,887

当 期 純 利 益 429,135 677,182 1,207,196 1,549,187

１株当たり当期純利益(円) 3,411.04 5,381.15 47.90 61.22

総 資 産 12,182,017 14,362,659 16,023,329 21,625,786

純 資 産 6,342,866 7,246,304 8,380,310 10,203,263
　

（注）当社は、平成25年10月１日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を実施しておりま
す。上記の１株当たり当期純利益については、当該株式分割が第23期の期首に行われたものと仮
定して算出しております。

　(10) 重要な親会社及び子会社の状況（平成26年９月30日現在）
　 ① 親会社との関係

　該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
又は出資金

当社の議
決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 セ プ テ ー ニ 300,000千円 100.0％ インターネット広告事業

アクセルマーク株式会社 563,900千円 54.9％ 主にスマートフォン向けの各種デジタ
ルコンテンツの企画・開発・運営

(注) 当社の連結子会社は、上記の重要な子会社を含め24社であります。
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　(11) 主要な事業内容（平成26年９月30日現在）

区 分 主要な事業内容

ネットマーケティング事業 インターネットを活用した包括的なマーケティング支援サービス全般

メディアコンテンツ事業
主にスマートフォン向けのソーシャルゲームを中心とした各種デジタル
コンテンツの企画・開発・運営および自社ＩＰ（知的財産）の企画・開
発を目的としたマンガ家の育成・輩出、マンガ配信サービスの運営

　

　
　(12) 主要な事業所（平成26年９月30日現在）

会 社 名 事業所名 所 在 地

当 社 本社 東京都新宿区

株 式 会 社 セ プ テ ー ニ

本社 東京都新宿区

関西支社 大阪市北区

名古屋支社 名古屋市中区

福岡支社 福岡市中央区

ア ク セ ル マ ー ク 株 式 会 社 本社 東京都中野区
　
　(13) 従業員の状況（平成26年９月30日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

809名 94名増
　
　(14) 主な借入先（平成26年９月30日現在）
　特記すべき事項はありません。

　
　(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　特記すべき事項はありません。
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２. 会社の状況に関する事項
　(1) 株式に関する事項（平成26年9月30日現在）
① 発行可能株式総数 74,016,000株
② 発行済株式の総数 27,147,000株
③ 当期末株主数 5,979名
④ 大株主（上位10名、自己株式を除く）

株 主 名 持株数(株) 持株比率(％)

株 式 会 社 ビ レ ッ ジ セ ブ ン 3,543,800 13.97

七 村 守 2,933,200 11.57

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,647,900 10.44

ヤ フ ー 株 式 会 社 1,400,000 5.52

資産管理サービス信託銀行株式会社 (証券投資信託口 ) 1,393,000 5.49

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 投 信 口 ) 613,700 2.42

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口 ) 555,100 2.19

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 553,724 2.18

清 水 洋 454,000 1.79

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５１８１ 446,600 1.76

(注) 上記持株比率については、自己株式（1,784,600株）を控除して算出しております。
　

⑤ その他株式に関する重要な事項
（イ）平成25年10月１日付で株式1株につき200株の割合で株式分割を行っ
たことにより、発行可能株式総数は73,645,920株増加し、発行済株式の
総数は26,876,144株増加いたしました。
　なお、当該株式分割により、９ページ「(2)新株予約権等に関する事項
①当社役員が保有している新株予約権等の状況」に記載の目的となる株
式の数及び発行価額は、平成26年１月21日決議分を除き、調整されてお
ります。

（ロ）当期中の新株予約権の権利行使により発行済株式の総数は135,800株
増加いたしました。
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　(2) 新株予約権等に関する事項（平成26年９月30日現在）
　 ① 当社役員が保有している新株予約権等の状況
　

発行決議日 平成16年６月10日 平成17年３月10日 平成18年１月25日
区 分 取締役 取締役 取締役 監査役
保有者数 3名 3名 4名 1名
新株予約権の数 900個 300個 470個 10個
目的となる株式の数 360,000株 120,000株 94,000株 　2,000株
目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
発行価額 無償 無償 無償
権利行使時の１株当た
り払込金額 ７円 ７円 ７円

権利行使期間 平成16年６月29日から
平成45年12月18日まで

平成17年３月16日から
平成46年12月16日まで

平成18年２月１日から
平成47年12月20日まで

備 考 株式報酬型
ストックオプション

株式報酬型
ストックオプション

株式報酬型
ストックオプション

発行決議日 平成19年１月19日 平成20年１月17日 平成21年１月15日
区 分 取締役 監査役 取締役 監査役 取締役 監査役
保有者数 1名 1名 1名 1名 1名 1名
新株予約権の数 20個 5個 15個 5個 15個 5個
目的となる株式の数 　4,000株 1,000株 3,000株 1,000株 3,000株 　1,000株
目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式
発行価額 731円 802円 304円
権利行使時の１株当た
り払込金額 ７円 ７円 ７円

権利行使期間 平成20年２月１日から
平成49年12月31日まで

平成21年２月１日から
平成49年12月31日まで

平成22年２月１日から
平成49年12月31日まで

備 考 役員報酬型
ストックオプション

役員報酬型
ストックオプション

役員報酬型
ストックオプション

発行決議日 平成25年１月22日 平成26年１月21日
区 分 取締役 監査役 取締役 監査役
保有者数 1名 1名 4名 1名
新株予約権の数 150個 10個 81個 7個
目的となる株式の数 30,000株 　2,000株 8,100株 700株
目的となる株式の種類 普通株式 普通株式
発行価額 356円 1,284円
権利行使時の１株当た
り払込金額 ７円 ７円

権利行使期間 平成26年２月１日から
平成27年1月31日まで

平成27年２月１日から
平成28年1月31日まで

備 考 役員報酬型
ストックオプション

役員報酬型
ストックオプション
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　 ② 当事業年度中に従業員等に対して交付した新株予約権等の状況
　 平成26年１月21日開催の取締役会決議による新株予約権
　 (イ) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数
　 普通株式7,600株（新株予約権１個当たり100株）
　 (ロ) 発行する新株予約権の総数
　 76個

（ハ）交付対象者
当社子会社の取締役７名

　 (ニ) 新株予約権の発行価額
無償とする。

　 (ホ) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　 １株当たり７円
　 (ヘ) 新株予約権の権利行使期間
　 平成26年２月８日から平成28年２月７日までの２年間
　 (ト) 新株予約権の行使の条件

〇 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締
役、監査役又は従業員のいずれかの地位を有することを要する。ただし、
新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると取
締役会が認めた場合は、この限りでない。

〇 新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。
ただし、各新株予約権の１個未満の行使はできないものとする。

　 ③ その他新株予約権等に関する重要な事項
　 特記すべき事項はありません。
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　(3) 会社役員に関する事項（平成26年９月30日現在）
　 ① 取締役及び監査役に関する事項

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 佐 藤 光 紀 ㈱セプテーニ 代表取締役

代 表 取 締 役 会 長 七 村 守

取 締 役 副 会 長 野 村 宗 芳

専 務 取 締 役 上 野 勇

常 務 取 締 役 清 水 一 身

取 締 役 松 田 忠 洋

取 締 役 唐 木 信 太 郎 経営企画部部長

取 締 役 瀬 戸 口 佳 奈 ㈱セプテーニ 常務取締役

常 勤 監 査 役 柳 克 久

監 査 役 廣 渡 嘉 秀 ㈱ＡＧＳコンサルティング 代表取締役
ＡＧＳ税理士法人 統括代表社員

監 査 役 大 滝 令 嗣 早稲田大学大学院商学研究科教授
㈱オフィスクライメイト 代表取締役

(注) １．監査役柳克久、廣渡嘉秀及び大滝令嗣の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役
であります。

２．監査役廣渡嘉秀氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

３．当社は、監査役柳克久氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

４．当事業年度中の役員の異動は次のとおりであります。
・平成25年12月20日開催の第23回定時株主総会にて、瀬戸口佳奈氏は取締役に新たに選任
されました。
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　 ② 取締役及び監査役の報酬等の額
取締役 ８名 303,078千円
監査役 ３名 18,587千円（全て社外監査役）

(注) １．上記報酬等の額には、取締役及び監査役にストックオプションとして付与した新株予
約権に係る当期中の費用計上額を含んでおります。

２．取締役のうち、当社子会社の取締役兼務に係る報酬等は当該子会社で一部費用を負担
しております。上記の当社負担額と子会社負担額を合計した取締役の報酬等の額は
359,499千円となります。

　
　 ③ 社外役員に関する事項
　 (イ) 重要な兼職先と当社との関係

区分 氏名 重要な兼職 当社との関係

監査役 廣 渡 嘉 秀

株式会社ＡＧＳコンサルティング
代表取締役 重要な取引関係はありません。

ＡＧＳ税理士法人
統括代表社員 重要な取引関係はありません。

監査役 大 滝 令 嗣
早稲田大学大学院商学研究科教授 重要な取引関係はありません。

株式会社オフィスクライメイト
代表取締役 重要な取引関係はありません。

　 (ロ) 当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

監査役 柳 克 久
当期開催の取締役会と監査役会の全てに出席し、適宜発言を行ってい
る他、その他の重要会議にも出席し、取締役の職務執行を常にモニタ
リングしております。また、当社の主な子会社の監査役も兼務し、グ
ループ全体の監査体制の強化を図っております。

監査役 廣 渡 嘉 秀
当期開催の定例取締役会及び定例監査役会には、ともに12回中12回
出席し、主に公認会計士としての専門的見地から発言を行っておりま
す。

監査役 大 滝 令 嗣
当期開催の定例取締役会及び定例監査役会には、ともに12回中９回出
席し、主に学識経験者としての専門的見地から発言を行っておりま
す。

　 (ハ) 責任限定契約の内容
　当社は社外監査役全員との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定す
る契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、500万円又は会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としておりま
す。
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　(4) 会計監査人の状況（平成26年９月30日現在）
　 ① 名称

　新日本有限責任監査法人

　 ② 報酬等の額
(イ）当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬
　 32,000千円

(ロ）当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　 48,800千円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記報酬等の額にはこれらの合
計額を記載しております。

　 ③ 責任限定契約の内容
　当社は会計監査人との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約
を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、3,000万円又は会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。

　 ④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会社都合の場合の他、当社監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第
１項に定められている解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがな
いと判断した場合、もしくは、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当
社の監査業務に重大な支障を来たす事態が生じた場合には、取締役会に対して
会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に付議するよう請求い
たします。
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３. 会社の体制及び方針
　(1) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　剰余金の配当につきましては、各事業年度の連結業績、財務体質の強化、今後
のグループ事業戦略等を考慮して、連結当期純利益に対する配当性向15％程度を
目安とし、当社の分配可能額の範囲内で利益還元を実施してまいりたいと考えて
おります。さらに、原則として１株当たり年間配当金の下限を５円と設定するこ
とで、業績の拡大に応じた適切な利益配分を基本としながら、配当の継続性・安
定性にも配慮してまいります。また、内部留保金につきましては、成長性・収益
性の高い事業分野への投資とともに、既存事業の効率化・活性化のための投資及
び人材育成のための教育投資として活用してまいります。
　自己株式の取得につきましても、株主の皆様に対する有効な利益還元のひとつ
と考えており、株価の動向や財務状況等を考慮しながら適切に対応してまいりま
す。
　

　(2) 業務の適正を確保するための体制
　 ① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ）取締役は、法令、社会倫理の遵守を、全ての行動基準、意思決定基準に当
然に優先するものであり、その上で、法令、定款、社会倫理の遵守を率先し
て実践・啓蒙し、適正な職務執行を行うことを確認しております。
ロ）セプテーニグループ全体のコンプライアンス及びリスク管理に関する状況
及び対応についてはリスク管理委員会にて検討し、その結果等については定
期的に取締役会へ報告を行っております。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ）取締役は、法令、定款、社内規程に基づき職務の執行に係る文書等（電磁
的記録を含む。）を適切に管理、保存します。当該文書等には、株主総会議事
録、取締役会議事録、稟議書のみならず、取締役が参加する重要な会議に関
する議事の経過の記録も含まれます。
ロ）情報の保存、管理を電磁的記録によって行う場合には、情報システム担当
者と協議の上、ハッカー等電子情報に与える脅威に関する最新の情報の収集
に努め、可能な限り最新の保存、管理体制を構築します。
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　 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ）当社は、セプテーニグループの事業経営に影響を与える全てのリスクを発
見・特定し、かつ経営レベルで掌握するとともに、商品・サービスの品質と
安全性の確保を優先に、顧客、取引先、株主・投資家、地域社会等の各利害
関係者、役員及び使用人の利益阻害要因の除去・軽減に誠実に努めます。
ロ）リスク管理については、通常時においては事業分野毎にリスク分析と対策
を検討し、責任者がリスク管理委員会に報告します。重要な事項に関しては、
リスク管理委員会にて統括します。また、緊急時においては、社長を本部長
とする危機管理対策本部が統括します。
ハ）セプテーニグループ全体に係るリスクやＭ＆Ａのような戦略的意思決定に
関するリスクの評価・対応については、取締役会の専決事項とします。

　 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は、職務分掌に基づき各取締役に必要な権限を付与し、職務の執行
の効率性を確保する体制を整備するとともに、子会社が重要な意思決定を行う
場合には、子会社からの事前協議に基づき、グループ会社間の事業活動や設備
投資の重複を避け、効率的な資源配分となるよう当社取締役会が主体的に調整
を行います。

　 ⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ）使用人のコンプライアンスを実効的なものにするため、定期的、継続的な
コンプライアンス研修を実施するとともに、使用人からの組織的又は個人的
な法令違反行為等に関する通報又は相談に適正に対応するセプテーニグルー
プ企業倫理ホットライン事務局を設置します。
ロ）使用人からの通報又は相談による調査の結果、不正行為が明らかになった
場合には、取締役は速やかに是正措置及び再発防止措置を講じ、セプテーニ
グループに対して周知徹底させます。
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⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ）当社は、セプテーニグループの事業運営に対し、法令、社会倫理の遵守、
リスク管理、効率性の確保、業務の適正を確保するための共通の規範、規程
を整備し、子会社の事業経営については、自主的運営を原則としつつ、決算
状況については、グループ全体の月次会議に報告するとともに、重要な意思
決定を行う際には、当社に対して事前協議を行うものとします。
ロ）当社の内部監査室は、定期的にグループ会社の内部監査を実施し、改善が
必要とされる場合には社長の承認を経て勧告書を提示し、その後の改善状況
の確認を行うことにより、セプテーニグループ全体の業務の適正性の確保に
関する状況を監視します。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該
使用人に関する体制並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
イ）監査役の職務を補助すべき使用人については、監査役の依頼により、取締
役との協議により決定し、常勤監査役の指揮命令権に服するとともに、監査
役の職務を補助すべき使用人は、他の業務及び役職を兼務しません。
ロ）監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動に関する決定については、常
勤監査役の事前の同意を必要とし、監査役の職務を補助すべき使用人の給与
決定等の人事評価については、他の使用人とは、分離して常勤監査役が行い
ます。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制並びに監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
イ）監査役は当社の取締役会の他、経営会議等の重要な会議に出席し、必要に
応じて取締役及び使用人から説明を求めることができるとともに、監査役が
業務に関する報告を求めた場合、稟議書、会計帳簿等の文書の閲覧を求めた
場合には、取締役及び使用人は、迅速かつ適切に対応します。

ロ）内部監査室の実施した内部監査報告は、全て監査役会に報告します。
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　(3) 会社の支配に関する基本方針
① 会社の支配に関する基本方針
　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社
株式等の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式等の大規模買付行為で
あっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資
するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終
的には株式等の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねら
れるべきだと考えています。
　但し、株式等の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好
な関係を保ち続けることができない可能性があるなど、当社グループの企業価
値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値
を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定
をされるために必要な時間や情報が十分に提供されないものもありえます。
　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の
責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式等の大規模
買付提案者との交渉を行う必要があると考えております。

② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み
イ）企業理念及び企業価値の源泉
　 当社グループは、平成２年の創業以来、社是である「ひねらんかい（知恵
を出そう、工夫しよう）」精神のもと、何度か主力事業を転換しながら成長を
続けてまいりました。このような成長を支えてきたのは一貫して「人材力」
であると考えます。起業家精神に富む情熱的で優れた人材とそのような人材
が集まる企業文化・環境こそが、当社グループの企業価値を生み出す最大の
源泉であります。
　現在は、インターネット広告代理業を中心とした「ネットマーケティング
事業」、ソーシャルゲーム等のデジタルコンテンツを提供する「メディアコン
テンツ事業」という２つの事業分野を軸に事業を展開しております。このよ
うな変化と競争の激しい事業分野において競合優位性を維持するためには、
スピード感のある事業運営や変化への対応力が求められますが、それらを実
現するのも人材や組織の力によるところが大きいと考えます。
　当社グループは今後も「人」にフォーカスした経営を推進することで既存
事業の成長と新規事業の創出に取り組み、企業価値ひいては株主共同の利益
の向上に努めてまいります。
ロ）企業価値向上のための取組み（中期経営方針）
　 当社グループは、これからも引き続き利益成長を加速させていく所存であ
り、平成25年11月に策定した中期経営方針では、「利益倍増」をコンセプト
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にしております。これは、既存事業、新規事業を問わず高収益事業の構成比
を高めるとともに、ネット広告に次ぐ事業の柱をつくっていくことで当社グ
ループの更なる利益拡大と企業価値の向上を目指すものです。そのために、
「モバイル」「ソーシャル」「グローバル」の３分野を注力分野として位置づけ
ており、これらの分野を中心に既存事業の強化と新規事業の開発を推進する
ことで、当社グループの更なる業容拡大と収益性の向上に努めてまいります。
ハ）コーポレート・ガバナンスについて
　 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、持株会社体
制によりグループ経営機能と事業執行機能を明確に分離し、グループ事業に
対する統制・モニタリング機能を強化することを通じて、健全で透明性の高
い経営風土を醸成し、継続的な企業価値の向上を目指すものであります。
　当社では、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応で
きる経営体制を構築するため取締役の任期を１年としております。各取締役
は、職務分掌にもとづき、権限の集中を排除するとともに相互に監視・牽制
する体制をとりながら業務執行を行っております。一方、監査役については、
現在選任されている３名は全て会社法の定める社外監査役となっております。
常勤監査役は取締役会のほか重要な会議に出席し、取締役の職務執行につい
て厳正な監視を行っております。
　当社では、持続的な企業価値向上のため、今後も更なるコーポレート・ガ
バナンスの充実に努めてまいります。

　
③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取組み
当社は、平成24年11月20日開催の当社取締役会において、会社の支配に関す
る基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定
が支配されることを防止するための取組みとして「当社株券等の大規模買付行
為に関する対応方針」（以下「本プラン」といいます。）を決定し、平成24年12
月21日開催の当社第22回定時株主総会において株主の皆様にご承認をいただき
導入しております。
　本プランでは、当社株券等の大規模買付を行おうとする者は、(ⅰ)事前に大
規模買付者から当社取締役会に対して必要かつ十分な情報が提供され、(ⅱ)当
社取締役会が当該情報を検討するために必要な一定の評価期間が経過した後に
のみ大規模買付行為を開始する、という大規模買付のルールを提示しておりま
す。大規模買付ルールが遵守されている場合、対抗措置の発動は原則として行
いません。ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該
買付提案の内容が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうもの
と認められる場合は株主総会を開催し、対抗措置の発動についての承認に関す
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る議案を上程します。本プランに基づき発動する対抗措置は、新株予約権の無
償割当て等、会社法その他の法令及び当社の定款上認められる、その時点で最
も適切と当社取締役会が判断したものを用いるものとしますが、当該対抗措置
の仕組み上、大規模買付者以外の株主の皆様が、法的権利又は経済的側面にお
いて格別の損失または不測の損害を被るような事態が生じることは想定してお
りません。
なお、本プランの詳細は、当社ウェブサイト（http://www.septeni-
holdings.co.jp/）に掲載の平成24（2012）年11月20日付ＩＲニュース（適時
開示資料）「当社株券等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)の導入
に関するお知らせ」をご参照ください。
　

④ 上記③の取組みに対する取締役会の判断及びその理由
本プランは、株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上させることを目的と
して導入するものであり、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、
株主の皆様が、必要かつ十分な情報及び一定の検討期間に基づいて、当該大規
模買付行為の提案に応じるか否かをご判断できる仕組みとなっております。
　本プランの有効期間は、第22回定時株主総会における承認から約３年として
おり、その後も継続する場合は、定時株主総会において株主の皆さまにその可
否を判断していただくことになっております。さらに、有効期間の満了前であ
っても、株主総会又は株主総会において選任された取締役により構成される当
社取締役会において本プランを変更又は廃止する旨の決議が行われた場合には、
当該決議に従い、本プランは変更又は廃止されることから、株主の皆様の意思
が反映される内容となっております。
　対抗措置の発動等については、当社取締役会は、必要に応じて、当社から独
立した第三者的立場にある専門家等の助言を得た上で検討を行います。これに
より当社取締役会の判断の客観性及び合理性が担保されることになります。
　また、大規模買付ルールを遵守して行われる大規模買付行為に対して対抗措
置を発動する場合は株主総会の承認を要することとするなど、合理的かつ客観
的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取
締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。
　以上のことから、上記③の取組みは、①の基本方針に沿うものであり、当社
の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地
位の維持を目的とするものではないと考えております。
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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　 連結貸借対照表
(平成26年９月30日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部) (負債の部)

【流動資産】 【18,115,200】【流動負債】 【11,069,841】
現 金 及 び 預 金 9,293,965 買 掛 金 7,569,396
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 8,199,190 短 期 借 入 金 730,002
仕 掛 品 67,324 1年内返済予定の長期借入金 175,001
貯 蔵 品 4,050 リ ー ス 債 務 245
繰 延 税 金 資 産 197,171 未 払 金 343,499
そ の 他 380,977 未 払 法 人 税 等 930,006
貸 倒 引 当 金 △27,480 賞 与 引 当 金 330,620

【固定資産】 【3,510,586】 そ の 他 991,070
(有形固定資産) (208,074) 【固定負債】 【352,681】
建 物 112,284 長 期 借 入 金 305,568
工 具 器 具 及 び 備 品 93,934 そ の 他 47,113
そ の 他 1,855 負 債 合 計 11,422,523

(無形固定資産) (897,435) (純資産の部)
の れ ん 601,206 【株主資本】 【9,000,284】
ソ フ ト ウ エ ア 269,780 資 本 金 2,053,010
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 25,113 資 本 剰 余 金 3,148,095
そ の 他 1,335 利 益 剰 余 金 4,284,190

(投資その他の資産) (2,405,076) 自 己 株 式 △485,011
投 資 有 価 証 券 1,141,908 【その他の包括利益累計額】 【177,016】
敷 金 及 び 保 証 金 646,850 その他有価証券評価差額金 119,979
繰 延 税 金 資 産 547,413 為 替 換 算 調 整 勘 定 57,036
そ の 他 70,822 【新株予約権】 【29,746】
貸 倒 引 当 金 △1,918 【少数株主持分】 【996,215】

純 資 産 合 計 10,203,263
資 産 合 計 21,625,786 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,625,786

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（平成25年10月１日から
平成26年９月30日まで）

(単位：千円)
科 目 金 額

【売 上 高】 54,345,580
【売 上 原 価】 44,203,614

売 上 総 利 益 10,141,965
【販売費及び一般管理費】 7,882,012

営 業 利 益 2,259,953
【営 業 外 収 益】
受 取 利 息 5,099
受 取 配 当 金 1,686
投資有価証券評価益 38,355
持分法による投資利益 66,317
そ の 他 14,447 125,907
【営 業 外 費 用】
支 払 利 息 5,076
株式上場関連費用 13,629
そ の 他 4,267 22,973

経 常 利 益 2,362,887
【特 別 利 益】
子会社株式売却益 8,476 8,476
【特 別 損 失】
減 損 損 失 14,026
投資有価証券売却損 10,000
投資有価証券評価損 25,245
そ の 他 5,989 55,260

税金等調整前当期純利益 2,316,104
法人税、住民税及び事業税 1,404,134
法 人 税 等 調 整 額 △651,617
少数株主損益調整前当期純利益 1,563,587
少 数 株 主 利 益 14,400
当 期 純 利 益 1,549,187

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

― 21 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年11月18日 19時57分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結株主資本等変動計算書
（平成25年10月１日から
平成26年９月30日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,025,310 3,120,395 2,911,589 △485,011 7,572,284

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 27,699 27,699 55,399

剰 余 金 の 配 当 △176,586 △176,586

当 期 純 利 益 1,549,187 1,549,187
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計 27,699 27,699 1,372,601 － 1,428,000

当 期 末 残 高 2,053,010 3,148,095 4,284,190 △485,011 9,000,284

(単位：千円)

その他の包括利益累計額
新株予約権少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 為替換算調整勘定 その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △10,875 13,208 2,332 48,614 757,078 8,380,310

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 55,399

剰 余 金 の 配 当 △176,586

当 期 純 利 益 1,549,187
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） 130,855 43,828 174,683 △18,867 239,137 394,953

連結会計年度中の変動額合計 130,855 43,828 174,683 △18,867 239,137 1,822,953

当 期 末 残 高 119,979 57,036 177,016 29,746 996,215 10,203,263

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年11月14日

株式会社セプテーニ・ホールディングス
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岡本 和巳 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 石井 広幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社セプテーニ・ホールディン
グスの平成２５年１０月１日から平成２６年９月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社セプテーニ・ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の
当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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　 貸 借 対 照 表
(平成26年９月30日現在)

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
(資産の部) (負債の部)

【流動資産】 【3,234,743】【流動負債】 【544,633】
現 金 及 び 預 金 2,637,589 短 期 借 入 金 130,002
売 掛 金 282,183 1年内返済予定の長期借入金 8,345
貯 蔵 品 1,895 未 払 金 88,454
前 払 費 用 61,957 未 払 費 用 10,818
未 収 入 金 331 未 払 法 人 税 等 112,593
未 収 還 付 法 人 税 等 44,925 預 り 金 13,015
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 150,000 関 係 会 社 預 り 金 100,000
繰 延 税 金 資 産 27,270 賞 与 引 当 金 33,455
そ の 他 28,590 そ の 他 47,948

【固定資産】 【4,930,914】【固定負債】 【214,958】
(有形固定資産) (108,160) 投 資 損 失 引 当 金 182,140
建 物 31,552 そ の 他 32,818
建 物 附 属 設 備 38,005 負 債 合 計 759,591
工 具 器 具 及 び 備 品 38,602 (純資産の部)
(無形固定資産) (262,561) 【株主資本】 【7,376,393】
ソ フ ト ウ エ ア 236,820 (資 本 金) (2,053,010)
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 25,113 (資 本 剰 余 金) (2,655,958)
そ の 他 627 資 本 準 備 金 2,468,987

(投資その他の資産) (4,560,192) そ の 他 資 本 剰 余 金 186,971
投 資 有 価 証 券 231,315 (利 益 剰 余 金) (3,152,435)
関 係 会 社 株 式 3,180,117 利 益 準 備 金 70,867
敷 金 及 び 保 証 金 457,507 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,081,568
長 期 繰 延 税 金 資 産 665,921 別 途 積 立 金 400,000
そ の 他 25,330 繰 越 利 益 剰 余 金 2,681,568

(自 己 株 式) (△485,011)
【評価・換算差額等】 【68】
(その他有価証券評価差額金) (68)
【新株予約権】 【29,604】
純 資 産 合 計 7,406,065

資 産 合 計 8,165,657 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,165,657
(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成25年10月１日から
平成26年９月30日まで）

(単位：千円)
科 目 金 額

【営 業 収 益】 2,521,430
【営 業 費 用】 1,415,800

営 業 利 益 1,105,630
【営 業 外 収 益】
受 取 利 息 3,933
受 取 配 当 金 23,183
投資有価証券評価益 38,355
雑 収 入 5,850 71,323
【営 業 外 費 用】
支 払 利 息 2,524
株式上場関連費用 10,639
雑 損 失 61 13,225

経 常 利 益 1,163,727
【特 別 損 失】
固 定 資 産 除 却 損 1,753
減 損 損 失 2,776
投資有価証券売却損 10,000
関係会社株式評価損 129,997
投資損失引当金繰入額 182,140 326,667

税 引 前 当 期 純 利 益 837,060
法人税、住民税及び事業税 262,589
法 人 税 等 調 整 額 △693,214 △430,625
当 期 純 利 益 1,267,685

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成25年10月１日から
平成26年９月30日まで）

(単位：千円)
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,025,310 2,441,287 186,971 2,628,259 70,867 400,000 1,590,469 2,061,336

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 27,699 27,699 27,699

剰 余 金 の 配 当 △176,586 △176,586

当 期 純 利 益 1,267,685 1,267,685

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 27,699 27,699 － 27,699 － － 1,091,099 1,091,099

当 期 末 残 高 2,053,010 2,468,987 186,971 2,655,958 70,867 400,000 2,681,568 3,152,435

(単位：千円)
株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △485,011 6,229,894 △10,875 △10,875 48,415 6,267,434

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 55,399 55,399

剰 余 金 の 配 当 △176,586 △176,586

当 期 純 利 益 1,267,685 1,267,685

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 10,944 10,944 △18,811 △7,867

事業年度中の変動額合計 － 1,146,498 10,944 10,944 △18,811 1,138,631

当 期 末 残 高 △485,011 7,376,393 68 68 29,604 7,406,065

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

平成26年11月14日
株式会社セプテーニ・ホールディングス
　取締役会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岡本 和巳 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 石井 広幸 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社セプテーニ・ホール
ディングスの平成２５年１０月１日から平成２６年９月３０日までの第２４期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成25年10月１日から平成26年９月30日までの第24期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定
款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100 条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、構築及び運用の
状況を監視及び検証いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新
日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び
同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につい
て検討を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け、その業務及び財産の状況を調査いたしま
した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いた
しました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以
上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務
報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関
する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されてい
る会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当
社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的
とするものではないと認めます。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年11月19日

株式会社セプテーニ・ホールディングス 監査役会
常勤監査役 柳 克 久 ㊞
監 査 役 廣 渡 嘉 秀 ㊞
監 査 役 大 滝 令 嗣 ㊞

（注）常勤監査役柳克久、監査役廣渡嘉秀及び監査役大滝令嗣は、会社法第２条第16号及び第
335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 取締役７名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役全員（８名）が任期満了退任となります。つき
ましては、コーポレート・ガバナンスの更なる強化を図るため社外取締役１名を
増員し、社外取締役１名を含む取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

１
佐　藤　光　紀
さ とう こう き

(昭和50年３月11日生)

平成９年４月 当社入社

98,000株

平成13年７月 当社取締役インターネット事業本部
長

平成15年10月 当社CMO常務取締役
平成16年12月 当社COO専務取締役
平成19年10月 当社専務取締役
平成21年12月 当社代表取締役社長（現任）

(重要な兼職の状況)
㈱セプテーニ代表取締役

２
上　野
うえ の

　 勇
いさむ

(昭和43年６月１日生)

平成10年９月 当社入社

83,800株

平成15年11月 当社執行役員人事総務部長
平成16年12月 当社取締役人事総務部長
平成17年12月 当社常務取締役
平成21年12月 当社専務取締役（現任）

３
清　水　一　身
し みず かず み

(昭和38年８月８日生)

平成16年10月 当社入社

22,100株平成17年12月 当社取締役経営管理部部長
平成21年12月 当社常務取締役（現任）

４
松　田　忠　洋
まつ だ ただ ひろ

(昭和48年５月７日生)

平成10年４月 当社入社

24,000株

平成16年10月 当社大阪支社長
平成17年７月 当社メディア本部長
平成17年12月 当社取締役（現任）
平成21年８月 ㈱セプテーニ・クロスゲート代表取

締役
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

５
唐 木 信 太 郎
から き しん た ろう

(昭和53年６月１日生)

平成13年４月 当社入社

6,600株
平成18年10月 ㈱セプテーニ・クロスゲート代表取

締役
平成22年１月 当社経営企画部部長
平成24年12月 当社取締役経営企画部部長（現任）

６
瀬 戸 口 佳 奈
せ と ぐち か な

(昭和50年８月23日生)

平成10年４月 当社入社

89,800株

平成21年12月 ㈱セプテーニ取締役
平成23年12月 ㈱セプテーニ常務取締役（現任）
平成25年10月 当社国際事業推進部部長
平成25年12月 当社取締役国際事業推進部部長
平成26年４月 当社取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
㈱セプテーニ常務取締役

７
(新任)

木　村　達　也
き むら たつ や

(昭和33年11月24日生)

平成13年４月 日本大学大学院グローバルビジネス
研究科助教授

－株

平成15年４月 早稲田大学大学院アジア太平洋研究
科助教授

平成18年４月 早稲田大学大学院アジア太平洋研究
科教授

平成18年12月 当社監査役
平成19年４月 早稲田大学大学院商学研究科教授

（現任）

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．候補者木村達也氏は、新任の社外取締役候補者であります。
木村達也氏は、平成18年12月から平成23年12月まで当社社外監査役を務め、当社の事業内
容に精通しており、また企業経営分野における造詣が深く、幅広い知識と高い見識に基づ
き、当社グループの経営全般に関し有用な助言をいただけるものと考えております。
なお、同氏は、社外監査役になること以外の方法で会社経営に関与したことはありません
が、上記理由に基づき、当社の社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判
断しております。

３．木村達也氏が社外取締役に選任され就任した場合は、当社との間において、会社法第423条
第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該契約に
基づく賠償限度額は、500万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれ
か高い額としております。
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第２号議案 監査役１名選任の件
　監査体制の強化および充実を図るため、監査役を１名増員して４名体制とし、
新任監査役１名の選任をお願いするものであります。なお、本議案については、
監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び当社における地位並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

野　村　宗　芳
の むら むね よし

(昭和34年４月11日生)

平成10年３月 当社入社

295,200株

平成11年12月 当社取締役管理本部長
平成12年12月 当社常務取締役管理本部長
平成15年10月 当社CFO専務取締役
平成16年12月 当社CFO代表取締役社長
平成19年10月 当社代表取締役社長
平成21年12月 当社取締役副会長（現任）

(注) １．新任の監査役候補者であります。
２．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．候補者は、現在当社取締役副会長在任中でありますが、本総会終結の時をもって退任する
予定であります。
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第３号議案 当社子会社ならびに関連会社の取締役に対して株式報酬型ストックオプ
ションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任す
る件

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下の要領により当社
の子会社ならびに当社の関連会社の取締役に対し、特に有利な条件で、ストック
オプションとして新株予約権を発行すること及び新株予約権の募集事項の決定を
取締役会に委任することにつき、ご承認をお願いするものであります。
１．特に有利な条件で新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする理
由
　当社グループの業績に対する貢献に報いるとともに、当社グループの今後の業
績向上及び企業価値増大に対する意欲や士気を高めることを目的として、過年度
の業績を一定の基準で評価した結果に基づき、当社の子会社ならびに当社の関連
会社の取締役に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償で発行するも
のであります。

２．新株予約権の発行要領
（1）新株予約権の内容
　 ① 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、新株予約権１個当た
りの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。
　なお、本株主総会の決議の日（以下「決議日」という。）後、当社が当社
普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又は株
式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整により１株未
満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率
　また、決議日後、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約
権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸収分割を行う場合、そ
の他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合、合理的な範囲
で適切に付与株式数を調整する。

　 ② 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの払込金額を７
円とし、これに新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を乗じた金額とす
る。
③ 新株予約権を行使することができる期間
　新株予約権の割当日の翌日から２年とする。
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　 ④ 譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

　 ⑤ 新株予約権の行使の条件
（イ）新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当
社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位を有するこ
とを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき
正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでない。

（ロ）新株予約権者は、その割当数の一部又は全部を行使することができる。
ただし、各新株予約権の１個未満の行使はできないものとする。

　 ⑥ 新株予約権の取得の条件
（イ）新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監
査役又は従業員のいずれの地位も有しなくなった場合、当社は、取締役
会が別途定める日に新株予約権を無償で取得することができる。

（ロ）以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、
取締役会で決議された場合）、当社は、取締役会が別途定める日に新株予
約権を無償で取得することができる。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
・当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案
・当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び
資本準備金に関する事項
（イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金
の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増
加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は切
り上げる。

（ロ）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準
備金の額は、上記⑦（イ）記載の資本金等増加限度額から上記⑦（イ）
に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧ 組織再編行為時の新株予約権の取扱い
　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設
分割、株式交換又は株式移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」とい
う。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残存する
新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、そ
れぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株
式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付する
こととする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社
は新株予約権を交付する旨及びその比率を、吸収合併契約、新設合併契約、
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吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め
た場合に限るものとする。

　 ⑨ 端数の取扱い
　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない
端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

（2）新株予約権の数の上限
50個を上限とする。
なお、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総
数は5,000株を上限とし、上記（1）①により付与株式数が調整された場合は、
調整後付与株式数に上記新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

（3）新株予約権の払込金額
新株予約権と引き換えに金銭の払込みは不要とする。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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至中野坂上

丸ノ内線

神田川
東京
医大病院

新宿
中央公園北
交差点

新宿
中央公園

青梅街道
成子天神下
交差点

■１番出口

新宿
オークタワー

ヒルトン東京

至西新宿
五丁目

Ａ５出口■

東京都庁

新宿
警察署

三井ビル

西新宿駅

都庁前駅

京王プラザ
ホテル

工学院大学

都営大江戸線

新都心
歩道橋下

新宿西口駅

ハルク

■
Ａ18
出口

西口

ＪＲ
新宿駅

西武新宿駅

住友不動産新宿グランドタワー27階
当社 カンファレンスルーム

【1】 【2】

【3】

↑至イベントホール
税
務
署
通
り
側
入
口

←至地下１階

サービス
センター

青
梅
街
道
側
入
口

カンファレンス
ルーム

トライコーン
株式会社

1Ｆ 30Ｆ

27Ｆ

【1】 １階入り口に入って進み、中ほどにある30階
　　行きのシャトルエレベーターにて30階までお
　　越しください。
【2】 30階に到着後、左手の29階～21階行きエレ
　　ベーターに乗り換え、27階にお越しください。
【3】 27階に到着後、エレベーターホールからみて
　　左手に進み、一番奥の部屋（右側３つめのドア）
　　がカンファレンスルームでございます。 

定時株主総会会場ご案内図
会 場：東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
　 住友不動産新宿グランドタワー27階 当社カンファレンスルーム
　 TEL(03)6863-5623

●交通機関（各駅からビル１階入口までの所要時間）
東京メトロ丸ノ内線「西新宿駅」１番出口 徒歩約３分
都営大江戸線「都庁前駅」Ａ５出口 徒歩約６分
JR線・京王線・小田急線「新宿駅」西口 徒歩約15分
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